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Ⅱ　令和 ６年度一般会計・特別会計 ２月補正予算案
　 1　令和 ６年度奈良県一般会計補正予算（第 ６号）� 12，781，207　千円
　　　　　　　　　　　　　債務負担行為　変更� △ 255，850　千円
【総括表】

政策体系別内訳 �
（単位：千円）

１ 　物価高の克服 570，540
２ 　安全・安心の確保 779，952
３ 　福祉の充実 1，974，663
４ 　医療の充実 5，851，900
５ 　こども・子育て支援の充実、女性活躍の推進 60，136
６ 　教育の充実 3，058，690
７ 　観光の振興 20，000
８ 　食と農の振興 465，776
９ 　文化の振興 △ 450

財 源 内 訳 �
（単位：千円）

特
　
定
　
財
　
源

分 担 金 及 び 負 担 金 4，704
国 庫 支 出 金 7，839，719
繰 入 金 3，999，550
諸 収 入 14，980
県 債 729，300

一 般 財 源 192，954

一般財源の内訳 �
（単位：千円）

地 方 交 付 税 192，954

予 算 の 規 模 �
（単位：千円）

補 正 後 予 算 総 額 588，666，226

当 初 予 算 比 8．2％増

前 年 度 同 期 比 1．3％増

〔 〕
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２ 月 補 正 予 算 案
（単位：千円）

１ 　物価高の克服

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

物価高騰対策事業
（医療機関）
� 一部事務組合・
独立行政法人・公立
大学法人・地方独立
行政法人・民間実施

食料品価格高騰の影響を受けた医療機関に対し助成
負担区分　県（重点支援地方交付金）／1010

148，755
医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

省エネ設備等導入普
及促進事業

� 県・民間実施

県内における省エネ・創エネ・蓄エネを促進していくため､ 県
民や県内事業者に対し、再生可能エネルギー設備の設置や省エ
ネルギー設備更新に要する経費に対し補助
　事業所エネルギー効率的利用推進事業
　　中小企業者等が行う省エネ化に向けた取組に対し補助
　　　既存設備の高効率エネルギー、省エネ設備への改修
　　　　ＬＥＤ照明、空調設備の入替等
　　　　　補助上限　4，000千円
　　事業者が実施する熱の効率的利用及び自給率の向上を図る
　　ための設備整備に対し補助
　　　太陽熱利用システム
　　　　補助上限　1，000千円
　　　停電時自立運転機能付コージェネレーションシステム
　　　　補助上限　2，000千円
　　　定置用蓄電池
　　　　補助上限　1，600千円
　　　Ｖ ２Ｈ
　　　　補助上限　　300千円
　　　太陽光発電設備（定置用蓄電池又はＶ２Ｈの同時導入に限る）
　　　　補助額　出力 １ kWにつき50千円　補助上限　600千円
　負担区分　県（重点支援地方交付金）／32 ・実施主体／31

　スマートハウス普及促進事業
　　住宅への省エネ・創エネ・蓄エネ設備の普及を促進するた
　　め、設置経費の一部に対し補助
　　　太陽光発電設備併設蓄電池　　 補助上限　200千円／件
　　　負担区分　県（重点支援地方交付金）／31 ・実施主体／32

　　　エネファーム　補助単価　南部・東部地域　110千円／件
　　　　　　　　　　　　　　　その他の地域　　 80千円／件
　　　Ｖ ２Ｈ　　　　補助単価　南部・東部地域　130千円／件
　　　　　　　　　　　　　　　その他の地域　　100千円／件
　　　太陽熱利用システム
　　　　自然循環型　補助単価　 30千円／件
　　　　強制循環型　補助単価　 90千円／件
　　　ＺＥＨ　　　　補助単価　200千円／件
　　　負担区分　他団体からの補助・民間負担分を除き県（重
　　　　　　　　点支援地方交付金）／1010

367，785

環境森林部
脱 炭 素 ・
水 素 社 会
推 進 課
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事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

オンラインを活用し
た職業訓練推進事業

� 県実施

県内事業者のニーズを踏まえたリカレント教育による雇用機会
の創出や生産性向上等を推進
　県内事業者のニーズに沿った知識・能力を有する人材を研修
　と職場実習により育成
　在職者訓練による学び直しを通じたキャリアアップ等を支援
負担区分　民間負担分を除き県（重点支援地方交付金）／1010

45，000
産 業 部
人材・雇用
政 策 課

飼料価格等高騰対策
緊急支援事業

� 民間実施

配合飼料等の価格高騰による負担軽減を図るため、国の配合飼
料価格安定制度に加入する畜産農家等に対し補助
負担区分
　配合飼料　配合飼料メーカー／32 ・県（重点支援地方交付
　　　　　　金）／61 ・実施主体／61

　単味飼料　県（重点支援地方交付金）／61 ・実施主体／65

9，000
食 農 部
畜 産 課

２ 　安全・安心の確保

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

災害救援物資備蓄推
進事業
� 県実施

避難所の生活環境の改善を支援するための資機材を備畜
　仮設水洗トイレ、段ボールベッド、パーテーション
負担区分　国／21 ・県／21

83，985
知 事 公 室
防災統括室

文化財保存事業費補
助金

� 民間実施

国指定文化財の保存、修理に対し補助
　防災施設整備　法隆寺金堂　ほか
　負担区分　国85％・県 ５％・実施主体10％
　防災施設整備　東大寺金堂（大仏殿）　ほか
　耐震補強工事　旧奈良監獄
　負担区分　国65％・県 ４％・実施主体31％

43，967
地域創造部
文 化 財 課

直轄河川事業費負担
金

� 国実施

河川改良
　大和川流域における遊水地整備等
　紀の川における河川整備
河川環境整備、砂防
　紀伊山系・木津川水系における大規模土砂災害対策等
負担区分　国／32 ・県／31

652，000
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

３ 　福祉の充実

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

生活福祉資金貸付事
業費補助金

� 民間実施

生活福祉資金業務システムのサーバ更新に伴うシステム改修等
に対し補助
　実施主体　奈良県社会福祉協議会
負担区分　国／1010 、国／21 ・県／21

10，484
福祉保険部
地域福祉課

障害者福祉施設整備
補助事業

� 民間実施

障害者支援施設等の整備に対し補助
　複合施設（生活介護事業所・グループホーム）の新設
　　（福）ふきのとう　定員28人
負担区分　国／21 ・県／41 ・実施主体／41

162，470
福祉保険部
障害福祉課
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事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

介護テクノロジー導

入支援事業

� 民間実施

障害・介護サービス事業所における業務効率化・生産性向上の

ための介護ロボット・ＩＣＴ導入に要する経費に対し補助

負担区分　国／54 ・県／51 、国／32 ・県／31
156，000

福祉保険部

障害福祉課

地 域 包 括

支 援 課

福祉・介護人材の確

保・職場環境改善等

事業

� 民間実施

障害・介護サービス事業所の人材確保や職場環境改善等に要す

る経費に対し補助

負担区分　国／1010
1，514，000

福祉保険部

障害福祉課

介護保険課

○新訪問介護等サービ

ス提供体制確保支援

事業

� 民間実施

訪問介護等事業所における経営改善や人材確保のために要する

経費に対し補助

負担区分　国／32 ・県／31
30，000

福祉保険部

介護保険課

地 域 包 括

支 援 課

○新外国人介護人材確

保現地活動支援事業

� 民間実施

海外現地での外国人介護人材の確保のため、現地学校等の連携

や広報を行う事業所等に対し補助

負担区分　国／32 ・県／31
7，500

福祉保険部

地 域 包 括

支 援 課

介護福祉士修学資金

等貸付原資造成補助

金

� 民間実施

介護福祉士修学資金等の貸付原資の積み増し

　実施主体　奈良県社会福祉協議会

負担区分　国／109 ・県／101
94，209

福祉保険部

地 域 包 括

支 援 課

４ 　医療の充実

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

○新病床適正化緊急支

援事業

� 独立

行政法人・民間実施

効率的な医療提供体制の確保を図るため、医療需要の急激な変

化を受けて病床数の適正化を進める医療機関に対し補助

負担区分　国／1010
779，760

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

○新産科医療確保事業

� 市町村・独立

行政法人・民間実施

分娩取扱機能の維持のため、分娩数が減少している分娩取扱施

設に対し補助

負担区分　国／1010
41，000

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

○新災害時歯科保健医

療提供体制整備事業

� 民間実施

今後の大規模災害に備え、災害時の避難所等における歯科保健

医療活動に要する器具・機材等の整備に対し補助

　歯科巡回診療車、ポータブルレントゲン等

負担区分　国／1010

45，000

医療政策局

地 域 医 療

連 携 課

地方独立行政法人奈

良県立病院機構関係

経費特別会計への繰

出金

�［医科大学等整備］

地方独立行政法人実施

県立病院機構の経営安定化のため、経営改善に必要な経費に対

し長期貸付け

負担区分　県（基金）／1010
4，000，000

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課
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事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

○新医療施設等生産性
向上・職場環境整備
事業
� 市町
村・一部事務組合・
独立行政法人・公立
大学法人・地方独立
行政法人・民間実施

医療機関等における生産性向上に資する機器の導入や事務補助
者の導入等に対し補助
負担区分　国／1010

902，140

医療政策局
医 師 ・
看護師確保
対 策 室

新興感染症対策事業
� 県・市町
村・一部事務組合・
独立行政法人・公立
大学法人・地方独立
行政法人・民間実施

次の感染症危機に備え、県内医療従事者を対象に感染対策等に
関する研修を実施
負担区分　国／21 ・県／21

県と医療措置協定を締結した医療機関が行う感染症に対応した
施設・設備の整備に対し補助
負担区分　国／51 ・県／51 ・実施主体／53 、国／152 ・県／152 ・実施主体／1511

84，000
医療政策局
疾病対策課

５ 　こども・子育て支援の充実、女性活躍の推進

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

保育士修学資金等貸
付原資造成補助金

� 民間実施

保育士修学資金等の貸付原資の積み増し
　実施主体　奈良県社会福祉協議会
負担区分　国／109 ・県／101

18，185

こ ど も ・
女 性 局
こ ど も
保 育 課

保育士資格取得オン
ライン手続化事業

� 民間実施

保育士資格の登録申請の届出等について、自治体等の保有する
各種情報との連携を可能とするために必要なシステム改修費等
の一部に対し補助
負担区分　国／21 ・県／21

1，179

こ ど も ・
女 性 局
こ ど も
保 育 課

放課後児童クラブ等
ＩＣＴ化推進事業

� 市町村実施

放課後児童クラブ等における業務の効率化を図るため、オンラ
イン研修受講やオンライン会議等のための環境整備に対し補助
負担区分　国／31 ・県／31 ・市町村／31

1，749

こ ど も ・
女 性 局
こ ど も
保 育 課

子どもの安心・安全
対策支援事業

� 民間実施

認可外保育施設における業務のＩＣＴ化等を行うためのシステ
ム導入等を支援
負担区分　国／21 ・県／41 ・実施主体／41

1，050

こ ど も ・
女 性 局
こ ど も
保 育 課

児童福祉施設等にお
ける性被害防止対策
に係る設備等支援事
業
� 民間実施

認可外保育施設における児童の性被害を防止するため、パーテ
ーション、簡易扉、簡易更衣室等の設置やカメラ等の設置費用
に対し補助
負担区分　国／21 ・県／41 ・実施主体／41

1，125

こ ど も ・
女 性 局
こ ど も
保 育 課

児童相談所ＩＣＴ化
等推進事業

� 県実施

児童相談所等の業務効率化のためのＩＣＴ機器の導入
負担区分　国／21 ・県／21

1，298

こ ど も ・
女 性 局
こ ど も
家 庭 課
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事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

児童福祉施設等ＩＣ
Ｔ環境整備事業

� 市町村・民間実施

幼稚園等における書類作成業務や登降園管理等の園務の効率化
のための環境整備に対し補助
負担区分　国／21 ・実施主体／21

26，250

こ ど も ・
女 性 局
教育振興課

・
教育委員会
義務教育課

幼児教育の質の向上
のための緊急環境整
備事業
� 民間実施

私立幼稚園が実施する教具・遊具等の教育環境の整備に対し補
助
負担区分　国／21 ・実施主体／21 、国／31 ・実施主体／32

9，300
こ ど も ・
女 性 局
教育振興課

６ 　教育の充実

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

公立学校情報機器等
整備基金積立金
� 県実施

県又は市町村が行う初等中等教育段階の公立学校における情報
機器等の整備にかかる事業に要する資金を積立て
負担区分　国／1010

2，945，168
教育委員会
教育研究所

県立高等学校ＤＸ加
速化推進事業
� 県実施

先進的な理数教育や情報教育等を強化し、ＩＣＴを活用した探
究的な学びを推進する高校において、必要な環境を整備
負担区分　国／1010

98，542
教育委員会
教育研究所

○新ＡＩの活用による
英語教育強化事業
� 県実施

生成ＡＩを活用した英語授業のモデル事業を実施
負担区分　国／1010 14，980

教育委員会
高校教育課

７ 　観光の振興

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

○新「飛鳥・藤原の宮
都」における観光地
域づくり推進事業
� 県実施

「飛鳥・藤原の宮都」の世界遺産登録を契機とした観光客の過
度な集中による地域への影響を未然に防止するための取組を実
施
負担区分　国／32 ・県／31

20，000
観 光 局
観 光 力
創 造 課

８ 　食と農の振興

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

ＧＦＰ大規模輸出産
地生産基盤強化プロ
ジェクト推進事業

� 県実施

県産農産物の輸出促進に向けた取組を実施
　イチゴの台湾への輸出に向けた生産実証等
　　生産から販売まで一気通貫した推進体制の運用
　　生産・流通体系の転換による大規模輸出産地モデルの構築
負担区分　国／1010

40，000
食 農 部
豊かな食と
農の振興課

奈良県産地パワーア
ップ事業

� 民間実施

産地の高収益化に向けた取組や、生産から流通までの総合的な
強い農業づくりのための施設・機器整備に対し補助
　花木集出荷施設の整備
　　実施主体　堀園芸（株）
負担区分　国／21 ・実施主体／21

91，438
食 農 部
農 業 水 産
振 興 課
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事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

園芸産地における事

業継続強化対策事業

� 民間実施

災害に強い産地を形成するため、事業継続計画（ＢＣＰ）の策

定・実行に必要な体制整備や施設整備に対し補助

　融雪暖房機等の整備

　　実施主体　西和花卉部会

負担区分　国／21 ・実施主体／21

526

食 農 部

農 業 水 産

振 興 課

○新農業支援サービス

事業導入総合サポー

ト事業

� 民間実施

農業支援サービス事業体が新規事業立ち上げ時に導入するスマ

ート農業機械の導入に対し補助

負担区分　国／21 ・実施主体／21
3，000

食 農 部

農 業 水 産

振 興 課

畜産競争力強化対策

整備事業

� 民間実施

畜産競争力強化に資する施設等の整備に対し補助

　家畜排泄物処理施設の整備

　　実施主体　山添村酪農クラスター協議会

負担区分　国／21 ・実施主体／21

150，000
食 農 部

畜 産 課

担い手確保・経営強

化支援事業

� 民間実施

地域計画が策定されている地域において、経営構造の転換や経

営発展に取り組む農業者が行う農業用機械や設備等の導入に対

し補助

負担区分　国／21 ・実施主体／21

122，012

食 農 部

担 い 手 ・

農地マネジ

メ ン ト 課

農地防災事業（県営

事業）

� 県実施

県営農業用河川工作物応急対策事業

　尼ヶ辻地区（奈良市）

負担区分　国55％・県37％・市町村又は受益者 ８％

58，800
食 農 部

農村振興課

９ 　文化の振興

事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

奈良県・忠清南道交

流推進事業

� ［国際交流］

� 民間実施

韓国・忠清南道との文化交流イベントの見直しによる減

負担区分　県（基金）／1010
△450

債務負担行為

［⑦△255，850］

知 事 公 室

国 際 課
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事　業　名 事 業 内 容
6  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

○新奈良県立病院機構

運営費貸付金

［医科大学等整備］

地方独立行政法人実施

県立病院機構の経営安定化のため、経営改善に必要な経費に対

し長期貸付け

負担区分　県（基金）／1010
4，000，000

医療政策局

病院マネジ

メ ン ト 課

　 2 　地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計補正予算（第 ２号）
� 4，000，000　千円
【総括表】

財 源 内 訳 �
（単位：千円）

一 般 会 計 繰 入 金 4，000，000

【事業概要】




